
倉敷市地域福祉基金運営委員会助成要綱 

（目的） 

第１条  この要綱は、民間活動の活発化を図りつつ、地域ぐるみで市民の保健福祉の増進を

図るため、倉敷市地域福祉基金運営委員会規約第４条の規定に基づき、民間団体等のすぐ

れた活動や先導的事業に対し、予算の範囲内において助成金を交付することについて、必

要な事項を定めるものとする。 

（助成対象者） 

第２条  助成の対象となるものは、次の各号のいずれかに該当するものであって、次条に規

定する事業を実施することができると倉敷市地域福祉基金運営委員会（以下「委員会」と

いう）が認めるものとする。 

（１） 市内に活動拠点を置くボランティア団体又はＮＰＯ法人で、新規の事業活動を行お

うとするもの（申請年度の４月１日において、助成を受けようとする新規事業の開始

から１年以内のもの） 

（２） 前号に掲げるもののほか、委員会が特に適当と認めるもの 

（助成対象事業） 

第３条  助成の対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、次の各号のいずれか

に該当するものとする。 

（１） 在宅福祉の普及又は向上に関する事業 

（２） 健康づくり、生きがいづくり、自立支援及び社会参加の推進に関する事業 

（３） ボランティア活動の活発化に関する事業 

（４） 前３号に掲げるもののほか、委員会が特に必要と認める事業 

    ２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事業は除くものとする。 

（１） 宗教的又は政治的意図を有する事業 

（２） 営利を目的とする事業 

（３） 会員相互の親睦など団体の維持運営を目的とする事業 

（４） 国又は他の地方公共団体から助成を受けたことがあるか、又は現に受けている事業 

（５）介護保険事業 

（６）自立支援費事業 

（７）暴力団を利すると認められる事業 

    （助成対象経費） 

第４条 助成の対象となる経費は、助成対象事業の実施に要する経費とする。 

（助成金の額） 

第５条 助成金の額は、助成基準額に助成率を乗じて得られた額とする。ただし、次項から

第５項までの規定に従うものとする。 

２ 助成基準額は、前条に規定する助成対象経費の額から寄附金、事業収入その他の助成対

象事業に係る収入の額を控除した額とする。 

３ 助成率は、助成基準額の１０分の１０以内で、委員会の協議により定めるものとする。 



４  算出された助成金の額が千円に満たないとき、又は千円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てるものとする。 

５ 助成限度額は、次の各号に掲げる年数ごとに、当該各号に定める額とする。 

（１）１年目  １００，０００円 

（２）２年目   ７５，０００円 

（３）３年目   ５０，０００円 

（助成期間） 

第６条 助成期間は、３年以内とする。 

（交付申請） 

第７条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、助成金交付申請

書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、委員会に提出しなければならない。 

（１） 事業計画書及び予算内訳書（様式第２号） 

（２） 収支予算書（様式第３号） 

（３） 団体調書（様式第４号） 

（４） 団体の規約又は会則及び会員名簿 

（５） 前各号に掲げるもののほか、委員会が特に必要と認めるもの 

２ 同一年度内に交付申請できるのは一団体につき一件とする。ただし、委員会が特に適当

と認めるときはこの限りではない。 

（交付決定等） 

第８条 委員会は、前条の助成金交付申請書の提出があったときは、その内容を審査し、助

成金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 前項の規定により交付の可否を決定した場合、委員会は、その旨を所定の助成金交付（

不交付）決定通知書により申請者に速やかに通知するものとする。 

（助成事業の変更等） 

第９条 助成金の交付の決定を受けた者（以下「助成事業者」という。）は、助成金の交付

の決定を受けた事業（以下「助成事業」という。）について変更若しくは中止をしようと

する場合は、遅滞なく所定の助成事業変更（中止）承認申請書（様式第５号）を委員会に

提出し、承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更については、これを省略する

ことができる。 

（助成事業の調査等） 

第１０条 委員会は、助成事業者に対し必要に応じ、助成事業の実施状況等の調査を行い、

又は資料の提出を求めることができる。  

（実績報告） 

第１１条 助成事業者は、助成事業が完了したときは、助成事業実績報告書（様式第６号）

に、次に掲げる書類を添え、助成事業完了の日から３０日以内に委員会に提出しなければ

ならない。 

（１） 事業実績書（様式第７号） 



（２） 決算内訳書（様式７―２号） 

（３） 収支決算書（様式第８号） 

（４） 前３号に掲げるもののほか、委員会が特に必要と認めるもの 

２ 助成事業者（１会計年度のみ助成を受けた助成事業者を含む。）は、新規事業の開始か

ら５会計年度の期間は、事業実施アンケート（様式第９号）を助成事業完了の日又は毎年

３月３１日から３０日以内に委員会に提出しなければならない。 

（助成金の額の確定） 

第１２条 委員会は、前条の助成事業実績報告書を受理したときは、その内容を審査し、助

成金の交付の決定の内容と適合すると認める場合は助成金の額を確定し、所定の助成金確

定通知書により通知するものとする。 

（助成金の支払） 

第１３条 委員会は、助成金の額の確定後、助成事業者の請求に基づき、速やかに支払うも

のとする。ただし、委員会が必要があると認めるときは、前条の通知を行う前であっても

、助成金の概算払をすることができる。 

（助成金の返還及び取消し） 

第１４条 委員会は、助成決定後、当該事業が第３条第２項に掲げるいずれかの事由に該当

することとなった場合のほか、助成事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成

金の交付の決定を取消し、又は既に交付した助成金の全部又は一部を返還させることがで

きる。 

 （１） 助成金を他の用途に使用したとき。 

 （２） 助成金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

 （３） この要綱に違反したとき。 

 （４） 前３号に掲げるもののほか、不正の行為があると認められるとき。 

   （委任） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が別に定める。 

附 則   

 この要綱は、平成５年１２月１６日から施行する。 

   附 則   

 この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

   附 則   

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）前に、改正前の倉敷市地域福祉基金

運営委員会助成要綱第７条の規定により交付決定を受け、施行日以降継続して申請され

る助成事業についての、改正後の倉敷市地域福祉基金運営委員会助成要綱第５条第５項

の規定の適用については、同項第２号中「７５，０００円」とあるのは「１年目の交付



決定額に４分の３を乗じて得た額」とし、同項第３号中「５０，０００円」とあるのは

「１年目の交付決定額に４分の２を乗じて得た額」とする。 

附  則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附  則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 


